承　　諾　　書

　　年　　月　　日

公益財団法人　東京都防災・建築まちづくりセンター

　　　　　　　　　　　　　　理　　事　　長　　様

所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名　　　　　　　　　　　　　印

　申請者は、東京都優良マンション登録表示制度の優良マンション認定・登録に関し、下記条項を承諾の上、申請します。

第1条 （申請者）

　１　新築マンション（最初の認定または仮認定申請時に人が居住したことがなく、かつ、新築工事完了から１年を経過していない分譲マンション）および既存マンション（新築マンションを除く分譲マンション）の申請者は、優良マンションの認定・登録、およびその更新を申請することができます。

　２　新築マンションの分譲事業者は、そのマンションの竣工前であっても、管理組合が設立されるまでは公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンター（以下「センター」という）に対し、優良マンションの仮認定の申請をすることができます。
第２条　（認定・登録）

　　　センターは、申請にかかるマンションが、新築または既存マンションの認定基準（以下「基準」という）のすべてを満たしているときは、申請者に認定または仮認定の通知をするとともに、優良マンションとして登録し、センターのホームページに表示します。

第３条　（登録の趣旨）

　優良マンション認定および登録の趣旨は、以下のとおりです。

（１）センターは、認定通知時において、新築マンションまたは既存マンション（以下両者を総称して「マンション」という）が、基準を満たしていることのみを認定し、建物の隠れた瑕疵の有無を保証しないこと。
（２）優良マンション登録期間中であっても、直近の認定後のマンションの劣化または改修を反映しないこと。
（３）センターは、優良マンション表示または不表示がマンションの販売または価格形成に及ぼす影響についていかなる責任も負わないこと。

第４条　（表示事項）

　　センターは、第２条により登録したマンションについて、下記事項をホームページに表示します。
（１）マンション名及び所在地

（２）交付番号及び登録表示期間

（３）構造・階数・戸数及び完成年月日

（４）管理組合名又は分譲事業者名及び管理受託者名等

第５条　（表示有効期間）

　１　センターは、第２条により登録したマンションを下記の期間ホームページに表示します。

（1） 認定した場合

　　ア　建物について認定したとき

新築マンション　本認定通知書に記載した交付日から、建築基準法に規定する検査済証（以下「検査済証」）の交付を受けた日から１２年を経過した日までとします。

　　　既存マンション　認定通知書に記載した交付日から３年間とします。

　　　　　　　　ただし、検査済証の交付を受けた日から９年を経過していないものは、検査済証の交付を受けた日から１２年を経過した日までとします。

　　イ　管理について認定したとき

　　　　新築マンション、既存マンション
　　　　　　　　　　　認定通知書に記載した交付日から３年間とします。

（2） 仮認定した場合、建物、管理とも仮認定通知書に記載した交付日から３年間かつ入居開始日から１年以内のものです。

（3） 認定の更新については次のとおり表示します。

　　ア　前１号の新築マンションの認定の更新は、認定通知書（既存）の交付を受けた日から３年間とします。

　　　　なお、登録及び表示は認定（既存）として行います。

イ　前１号の既存マンションの認定の更新は、認定通知書（既存）の交付を受けた日から３年間とします。

（4） 前（１）及び（３）号の表示期間については、建築基準法の定期調査報告の実施年度および管理組合の総会開催時期によっては期間を変更することがあります。
　２　センターは、前項の表示期間中であっても、マンションが基準を満たしているかどうか調査が必要なときは、期間を明示して表示を停止することがあります。

　３　センターは、第１項の表示期間中であっても、マンションが基準を満たしてないことが明らかになったときは、登録を取消し、表示を終了します。
第６条　（認定の申請）

　１　申請者は、認定、仮認定または更新に当たり、センターが別に指定する書類、図面その他の資料（以下「資料」という）を提出するものとします。

２　センターは、申請者から資料の提出を受けたときは、これを認定のみに使用し、他の目的には使用しないものとし、使用後は直ちに申請者に返還するものとします。

第７条　（秘密保持）

　　センターは、本契約に関し知り得た申請者の情報を秘密に保持し、他に漏らしません。
　ただし、下記の場合はこの限りではありません。

（1） 第４条第１項によりセンターのホームページに表示するとき

（2） 前号の表示内容を東京都のホームページに転載するとき

（3） 次条第２項により現地調査を第三者に委託するとき

（4） その他正当な理由があるとき

第8条 （認定のための調査）

　１　センターが認定または仮認定のために行う調査は、次項の場合を除き、申請者から提出された資料の調査に限ります。

　２　センターは、必要と認めるときは、目視を主体とした現況調査を行うことがあります。

　　その場合、センターは現況調査を第三者に委託することがあります。

　　　なお、センターまたはその委託を受けた第三者が現地調査を行うときは、申請者はこれに協力するものとします。

第9条 （認定を行わない場合）

　１　センターは、調査の結果、マンションが基準の全部または一部を満たしていないときは、認定または仮認定を行いません。

　２　センターは、次の場合、認定のための調査を行わないか、または開始した調査を中止し、認定または仮認定を行いません。

（1） 申請者が、センターが求める資料を提出しないとき

（2） 申請者が提出した資料に虚偽があるとき

（3） 申請者、マンションの居住者、マンションの占有者、またはマンションの管理業務を行う者、若しくは行うと称する者がセンターの現況調査を妨げたとき
（4） 申請者が手数料を支払わないとき

（5） 火災、天災地変などによってマンションが損傷し、調査が無意味になったとき

第１０条　（認定通知）

　　マンションが基準のすべてを満たしているときは、センターは申請者に対し、書面で認定または仮認定を通知します。

第１１条　（認定の更新の申請）

　　申請者が、認定の更新を希望するときは、第５条の表示期間満了の１ヶ月前までに更新を申請することができます。
第１２条　（管理規約等報告書の提出）

　　申請者は、当該マンションが第５条に規定する表示期間が３年を超えるときは、認定通知書に記載した交付日から３年以内に、管理規約等報告書にセンターが指定する資料を添えて提出するものとします。

第１３条　（遵守事項）
　　申請者は、第三者に対して、優良マンション認定・登録の趣旨が、第３条と異なった趣旨に理解され、または理解される恐れのある表示をしてはならない。

第１４条　（認定の取消し）

　１　センターは、認定後、次に該当する場合は、認定を取り消します。

（1） 基準を満たさなくなったとき

（2） 第６条の認定の申請又は第１２条の管理規約等報告書の提出がないとき

（3） 前条に違反したとき

２　センターは、前項の認定の取消しのために必要な調査を実施することがあります。この場合においては、事前に管理組合等に通知します。

３　センターは、前項の調査に必要な書類の提出、現況確認の立会等を管理組合等に依頼することがあります。

第１５条　（手数料）

　１　認定・登録の料金は別表記載（申請手数料表）のとおりとし、申請者はセンターが本承諾書を受理した日から７日以内にセンターが指定する銀行口座宛送金にて支払うものとします。

　２　センターが認定または仮認定をしなかった場合、その事由に応じ、センターは申請者に前項の手数料の一部を返還することがあります。
　（その他）

　【附則】　
本承諾書は、平成１５年　９月１６日より適用する。

　【附則】

本承諾書は、平成１６年　３月　２日より適用する。
【附則】

本承諾書は、平成２３年１０月３１日より適用する。
【附則】

本承諾書は、平成３０年　４月　１日より適用する。
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